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３．計画に基づき実施する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

地域医療構想推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

741,076 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 医療機関、山梨県 

事業の期間 令和元年 10 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

患者の状態に応じた適切な医療を将来にわたって持続的に受けられる

ようにするため、不足する回復期機能への転換を促す必要がある。 

アウトカム指標： 令和元年度基金を活用して整備を行う不足する回復期

機能の病床数  182 床/年 

事業の内容 ・地域医療構想を達成するため、医療機関等が行う回復期等への転換

に係る検討や施設整備の費用に対して支援する。 

・地域医療構想調整会議で活用する医療提供体制のあり方に係る調査・分

析等を行う。 

アウトプット指標 施設整備を行う医療機関  ４箇所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機能の分化・連携に資する事業を実施することにより、構想の実

現に向けて必要とされる回復期機能の充実強化が促進される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

741,076 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

－ 

基金 国（Ａ） (千円) 

252,066 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

126,033 

民 (千円) 

－ 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

378,099 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

362,977 

備考（注３） R 元:128,114 千円、R2:128,992 千円、R3:120,993 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関

する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 

医療機能分化・連携推進地域移行支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,892 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想上必要となる慢性期機能病床の見直しを進めるために

は、病院や介護関係者、訪問看護間での調整や連携を行うための体制

整備が必要である。 

アウトカム指標：  

地域医療構想上見直しが必要な県全域の慢性期機能の病床の減少 

2,348 床（H26）→ 1,780 床（R7）（568 床減少） 

事業の内容 病院関係者やケアマネジャー、訪問看護師等多職種のネットワーク化

を推進するため、拠点となる支援センターの設置に対して支援する。 

アウトプット指標 支援センターにおける、県民、病院等医療機関、ケアマネジャー等 

支援関係者からの退院支援等相談対応 

 103 件（H29 年度）→120 件（H31 年度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

入院患者の早期･円滑な在宅復帰に向けたネットワークの構築により、

患者の地域移行が図られ、慢性期機能病床の見直しなど、病床の機能

分化･連携が推進される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

11,892 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,928 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,964 

民 (千円) 

7,928 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

11,892 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

7,928 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

在宅医療推進協議会設置事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,187 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体、中北、峡東、峡南、富士･東部 

事業の実施主体 山梨県医師会、地区医師会（10 地域） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化の進展を見据え、在宅医療需要の高まりに対応するためには、

訪問診療実施医療機関の増加等在宅医療提供体制の強化が必要であ

る。 

アウトカム指標： 

・訪問診療を実施する病院・診療所数   

140 施設（H27）→154 施設（R2） 

・在宅看取りを実施している病院・診療所数 

                50 施設（H27）→ 56 施設（R2） 

事業の内容 県医師会及び地区医師会における在宅医療に取り組む医師及び多職種

からなる協議会の設置、地域及び全県における在宅医療の課題の検討、

研修会等の開催に対して支援する。 

アウトプット指標 全県及び 10 地域で在宅医療推進協議会を開催 

           協議会開催数 6（H29）→ 11（H31） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

全県及び４区域に在宅医療推進協議会を設置し、課題の検討や研修会

の開催を通じて在宅医の拡大を促進することで、訪問診療や在宅看取

りを行う医療機関の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,187 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,458 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

729 

民 (千円) 

1,458 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,187 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,506 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県（山梨県歯科医師会委託） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅歯科医療需要の高まりに対応するためには、在宅歯科医療におけ

る医科や介護など多職種と連携した医療提供体制の強化が必要であ

る。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所の数 

                    45 施設(H28)  → 51 施設(R2) 

事業の内容 歯科医療連携室を設置し、①医科・介護等との連携・調整、②在宅歯

科医療希望者への歯科医師紹介、③在宅歯科医療機器の購入・貸出等

を行うとともに、住民や医科、介護関係者等からなる推進協議会等を

設け、事業の評価・検討を定期的に行い業務の効率化を図る。 

アウトプット指標 ・ 在宅歯科医療に関する相談件数 113 件（H29）→130 件（H31） 

・ 在宅歯科医療機器の貸出件数 427 件（H29）→450 件（H31） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅歯科医療連携室を設置し、医科・介護等との連携・調整を図ると

ともに在宅歯科医療機器の貸出等在宅歯科医療の推進を図ることで、

県内における在宅歯科医療提供体制の強化、在宅療養支援歯科診療所

数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,506 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,337 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,169 

民 (千円) 

2,337 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,506 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,337 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 

地域医療支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,602 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県（山梨大学委託） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師不足の深刻化に加え、地域の医療機関に勤務した場合に将来のキ

ャリア形成に不安を感じることにより、医師の地域偏在が生じている

ため、医師のキャリア形成と医師確保を一体的に支援することが必要

である。 

アウトカム指標：医師の地域偏在の解消 
[医療圏別人口 10 万人あたり医療施設従事医師数の比較] 

中北区域／峡東区域 1.5 倍（H28）→ 1.5 倍以下（R2） 
中北区域／峡南区域 2.5 倍（H28）→ 2.5 倍以下（R2） 

中北区域／富士･東部区域 2.0 倍（H28）→ 2.0 倍以下（R2） 

事業の内容 ・医師の地域偏在の解消と定着を図るため、医師のキャリア形成支援と一 

体的に医師不足病院の医師確保を支援する。 

・県内の医師不足状況の把握分析を進めるとともに、若手医師を地域の医 

療機関に誘導するため、地域枠医学生等に対する面談等を実施する。 

・地域の医療機関における研修体制を整備するため、臨床研修指導医 

講習会を開催するとともに、若手医師を対象とした講習会を実施す

る。 

アウトプット指標 地域医療支援センターの運営 

 ・地域枠医学生等への面談者数    40 人 

 ・地域医療機関への斡旋等医師数   10 人 

 ・臨床研修指導医講習会の開催    1 回（25 人） 

 ・若手医師医療技術向上研修会の開催 1 回（50 人） 

※本県では医師修学資金貸与者に対して県内の公立病院等へ勤務することにより返還

免除としているが、特に配置調整まではしていなかったため、キャリア形成プログ

ラムは作成していない状況にある。今後平成 27 年度からの貸与者については卒業後

に知事が勤務先を指定するよう条例改正をしたため、令和 3 年度からは配置調整を

行うことになることから、令和元年度中にキャリア形成プログラムの作成を予定。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

斡旋等により医師不足病院への医師確保を支援することで地域偏在を

解消し、また研修会等を開催することにより地域の医療機関でもキャ

リア形成ができる環境を整えることで医師の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,602 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

16,401 

基金 国（Ａ） (千円) 

16,401 

都道府県 (千円) 民 (千円) 
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（Ｂ） 8,201 （注１） 0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

24,602 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

医師派遣推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

75,052 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨大学 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内に４つある二次医療圏のうち、３つの医療圏で人口 10 万人あたり

の医療施設従事医師数が全国及び全県の平均を下回っており、１つの

医療圏に医師が偏在しているため、医師の地域偏在の解消が必要であ

る。 

アウトカム指標：医師の地域偏在の解消 

[医療圏別人口 10 万人あたり医療施設従事医師数の比較] 

中北区域／峡東区域 1.5 倍（H28）→ 1.5 倍以下（R2） 

中北区域／峡南区域 2.5 倍（H28）→ 2.5 倍以下（R2） 

中北区域／富士･東部区域 2.0 倍（H28）→ 2.0 倍以下（R2） 

事業の内容 医師派遣調整検討委員会における協議を踏まえ、医師不足病院に対し

医師派遣を行う山梨大学の運営等に対し支援する。 

アウトプット指標 派遣医師数 10 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医師を派遣することにより、医師不足病院の医師確保を支援し、医師

の地域偏在の解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

75,052 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

50,035 

基金 国（Ａ） (千円) 

50,035 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

25,017 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

75,052 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 

医療勤務環境改善支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,525 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県民が将来にわたり安全で質の高い医療サービスを受けるためには、

医療分野の勤務環境改善により、医療に携わる人材の確保を図ること

が必要である。 

アウトカム指標： 

医療施設従事医師数 1,924 人（H28）→ 2,099 人（R5） 

就業看護職員数（常勤換算後）9,830.9 人（H28）→10,742.5 人（R5） 

事業の内容 医療機関における勤務環境改善の自主的な取組を支援するためのセン

ターを設置し、マネジメントシステムの普及・導入支援、相談対応、

情報提供等を実施する。 

アウトプット指標 医療勤務環境改善支援センターの支援により勤務環境改善計画を策定 

する医療機関数 3 施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療勤務環境改善支援センターを設置し、研修会等の実施を通じて医

療機関による勤務環境改善に向けた自主的な取組を支援することで、

医療従事者の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,525 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,017 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,017 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

508 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,525 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 

医学生等体験研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,298 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨大学 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県では４つの二次医療圏のうち１つの医療圏に医師が偏在している

状況にあり、また在宅医療提供体制が不十分な状況にあるため、将来

の地域医療従事者・在宅医療従事者を確保するために、学生のうちか

ら意識付けを図ることが必要である。 

アウトカム指標： 

在宅看取りを実施している病院・診療所数 

              50 施設（H27）→ 56 施設（R2） 

事業の内容 在宅医療に取り組む医療従事者の確保に向け、在宅医療への意識付 

けを図るため山梨大学・県立大学の医学生・看護学生を対象に、在 

宅医療機関での体験実習の実施を支援する。 

アウトプット指標 医学生・看護学生の在宅医療体験研修     30 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療体験実習を実施、情報交換をすることで、医学生等への在宅

医療への意識付けを図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,298 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

865 

基金 国（Ａ） (千円) 

865 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

433 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,298 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 

産科医等確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

74,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨大学、医療機関、助産所 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

過酷な勤務状況にある産科医師や新生児医療担当医師は県内で充足し

ているとはいえず、医師確保のための支援が必要となっている。 

アウトカム指標： 

産科医師数      61 人（H30）→ 61 人以上（R 元） 

新生児医療担当医師数 35 人（H30）→ 35 人以上（R 元） 

事業の内容 ・産科医師を養成・確保するため、県内統一の産科後期研修プログラ

ムの運営及び研修医の募集を支援する。 

・産科医師等に対し分娩手当を支給する医療機関を支援する。 

・新生児医療担当医師に対し手当を支給する医療機関を支援する。 

アウトプット指標 ・新たな後期研修医の確保 2 人 

・分娩手当支給者数  63 人 
・NICU 入室児担当手当支給数 7 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修プログラム等への支援を行うことにより、産科医師を確保すると

ともに、産科医師や新生児医療担当医師の処遇改善に取り組む医療機

関を支援することにより、周産期医療提供体制の維持・充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

74,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

20,946 

基金 国（Ａ） (千円) 

32,075 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

16,037 

民 (千円) 

11,129 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

48,112 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

25,888 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

小児救急医療体制確保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

78,936 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県小児救急医療事業推進委員会、山梨県（甲府市医師会委託） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内の小児救急医は充足しているとはいえないため、休日及び夜間に

おいて、入院治療を必要とする小児の重症患者に対する医療体制を維

持・確保するとともに、医師の負担軽減を図るため、不要・不急の受

診を抑制する必要がある。 

アウトカム指標：小児二次救急輪番病院の小児科医師数 

37 人（H29）→ 38 人（R 元） 

事業の内容 ・休日・夜間に、小児科を標榜する病院等が輪番制により小児患者を 

受け入れる体制を整備するための経費に支援する。 

・休日・夜間に、小児患者の保護者等向けの専門の看護師による電話 

相談体制を整備する。 

アウトプット指標 小児二次救急輪番体制の維持確保 

参加病院数 7 病院（H29）→ 7 病院（R 元） 

小児救急電話相談件数 

年間 13,620 件(H29)→目標 年間 13,630 件（R 元） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

小児二次救急輪番体制の維持や、不要な小児救急医療の受診を減らす

ことにより、小児救急医の負担を軽減し、小児科医の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

78,936 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

25,401 

基金 国（Ａ） (千円) 

39,923 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

19,961 

民 (千円) 

14,522 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

59,884 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

14,522 

その他（Ｃ） (千円) 

19,052 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

救急搬送受入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

63,926 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 最終受入医療機関 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～平成 32 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県では救急専門医の人数が少ないため、救急搬送において搬送先の

医療機関を速やかに決定するなど円滑な受入体制を構築することによ

り、救急専門医の負担を軽減し人材を確保する必要がある。 

アウトカム指標：救急専門医 20 名（H30） → 21 名（R 元） 

事業の内容 患者の疾病別の搬送のルール化や最終受入医療機関の継続的な確保な

ど救急患者の受入体制を整備することにより、受入医療機関の医師の

スキルアップを図るとともに、救急専門医の負担を軽減し人材の確保

を行う。 

アウトプット指標 救急搬送受入困難事例の対象となる救急搬送１件あたりの平均受入 

要請回数 1.4 回（H29）→ 1.3 回（R 元） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

最終受入医療機関を維持確保し、救急搬送受入困難事案を解消するこ

とにより、救急専門医の負担軽減や救急医療体制の充実、救急専門医

の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

63,926 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

7,102 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,204 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,102 

民 (千円) 

7,102 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

21,306 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

42,620 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,652 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県（山梨県立大学、山梨県看護協会委託）、各医療機関 

 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療機関において看護職員が不足している中、新人看護職員に対して

も質の高い看護が求められる。そのため、新人看護職員の研修の充実

を図る必要がある。 

アウトカム指標：就業看護職員数（常勤換算後） 

        9,830.9 人（H28） → 10,742.5 人（H35） 

事業の内容 ・自施設での新人看護職員に対する臨床研修実施への支援を行うとと

もに、自施設では研修を完結できない小規模病院に対する新人看護

職員を対象とした合同研修を実施する。 

・実地指導者、新人看護師指導担当者等への研修の実施により、適切

な研修実施体制を確保する。 

アウトプット指標 看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止を図るために実施

する各研修の実施回数 
・多施設合同研修の実施      （6 日間・50 人） 

・教育担当者研修の実施      （4 日間・30 人） 
・新人看護職員卒後研修の実施   （16 病院・計 270 人） 

・新人看護師指導担当者研修の実施 （3 日間・70 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新人看護職員及び指導者等への研修を支援することにより、新人看護

職員の質の向上を図り、就業看護職員を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,652 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

5,526 

基金 国（Ａ） (千円) 

9,224 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,612 

民 (千円) 

3,698 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,836 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

270 

その他（Ｃ） (千円) 

11,816 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

看護職員資質向上推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,397 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県（一部山梨県看護協会委託）、山梨県立大学 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来に向け看護職員を確保するためには、個々の能力開発や資質の向

上を図り、自信と誇りをもって看護業務に従事できるよう職能別研修

等ニーズにあった支援を行う必要がある。 

アウトカム指標：就業看護職員数（常勤換算後） 

        9,830.9 人（H28） → 10,742.5 人（H35） 

事業の内容 看護職のラダーや職能別の研修、実習施設の指導者への研修、潜在看

護職員等の有資格看護職者を対象とした復職支援研修を実施するとと

もに、認定看護師の養成を支援する。 

アウトプット指標 看護職員の資質向上を図るために実施した各研修の実施回数 

・看護職員実務研修の実施（2～5 日間・計 200 人） 

・潜在看護職員復職研修事業（3～5 日間・計 20 人） 

・看護職員実習指導者講習会の実施 

（長期 40 日間・40 人、特定分野 10 日間・12 人） 

・看護職員専門分野研修の実施 

（認知症看護・緩和ケア 7 ヶ月間・計 50 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

各看護職員の個々のキャリアに応じた研修の実施を支援することによ

り、資質やモチベーションの向上を図り、就業看護職員を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,397 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

4,838 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,337 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,169 

民 (千円) 

1,499 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,506 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,499 

その他（Ｃ） (千円) 

11,891 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

看護職員確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,123 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内病院の看護職員の離職率が高い現状でであるため、看護職員の離

職予防・定着促進や、潜在的看護職員の再就業促進などの取り組みを

実施し、就業看護職員数を確保することが必要である。 

アウトカム指標： 

就業看護職員数（常勤換算後） 

        9,830.9 人（H28） → 10,742.5 人（H35） 

事業の内容 ・県内の看護職員を対象に、仕事に関する悩みや不安を気軽に相談で 

きるよう臨床心理士による相談窓口を設置し、心の悩みを解消する。 

・ナースセンターのナースバンク事業において、離職者等を含めた未 

就業者に対する就業支援を強化する。 

（ナースバンク事業における第 5 次 NCCS 更新･運用等に要する経費） 

・潜在看護職員の再就業を効果的に進めるため、ナースセンターと公 

共職業安定所（ハローワーク）が連携し、情報共有を行うとともに、 

ハローワークを巡回し就業相談を実施する。 

アウトプット指標 就業継続のために実施した看護職の心の健康相談の実施回数 

月 1 回（毎月実施） 

ナースセンターの就業相談における就業者数 

               430 人（H29）→ 430 人以上（R 元） 

ハローワークにて実施する就業相談の実施回数 

県内 7 箇所 月 1 回・相談件数 80 件/年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

専門職のカウンセリングを受けられる体制づくりや、未就業者への再

就業支援を行うことにより、看護職員の就業及び定着促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,123 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,082 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,041 

民 (千円) 

2,082 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,123 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,082 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

医療と生活をつなぐ看護人材育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,492 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県（山梨県看護協会委託） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県では、常勤換算 3～5 人の小規模訪問看護ステーションが約 6 割を

占めており、個々の事業所では新人の養成等が難しいため、人材の確

保と育成を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

訪問看護師数 349 人(H30.4.1) →  360 人（H32.4.1） 

事業の内容 学生や潜在看護師等を対象にした研修により看護師を確保するととも

に、採用施設や新人訪問看護師を対象にした教育研修により質の向上

を図る。 

アウトプット指標 ・訪問看護師動機付け研修（計 2 日間・20 人） 

・新人訪問看護師教育研修（計 4 回・14 人） 

・新人訪問看護師採用育成支援事業（計 29 人） 

・訪問看護師養成研修会（計 14 日間・40 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

学生等を対象とする研修により訪問看護師を確保し、教育研修等によ

り定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,492 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,995 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,497 

民 (千円) 

4,995 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

7,492 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

4,995 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 



 

35 
 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

66,265 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 民間立看護師養成所（3 施設） 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員は依然として不足しており、看護ニーズを満たしていない。

県内医療機関に看護職員を安定的に供給するために、看護師等養成所

の運営を支援する必要がある。 

アウトカム指標：養成所卒業生県内就業率 

           75.6%（H29）→ 75.6%以上（R5） 

事業の内容 看護学生の看護実践能力の向上を図るため、看護師等養成所における

専任教員の配置や実習経費など養成所の運営を支援する。 

アウトプット指標 当該補助により看護師等養成を行った施設数（3 施設） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師等養成所の運営を支援することにより、県内で就職する看護職

員の確保及び資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

66,265 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

44,177 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

22,088 

民 (千円) 

44,177 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

66,265 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

病院内保育所運営費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

44,409 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 院内保育所を設置する民間医療機関 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員は勤務時間が不規則であり、育児との両立が難しいため、有

子看護師の育児支援をすることにより、看護職員の確保を図る必要が

ある。 

アウトカム指標： 

就業看護職員数（常勤換算後） 

     9,830.9 人（H28） → 10,742.5 人（H35） 

事業の内容 勤務環境の改善を行う医療機関のうち、院内保育所の運営により改善

を進める民間医療機関の取組を支援する。 

アウトプット指標 当該補助により院内保育所を運営した施設数（5 施設） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

院内保育所の運営を支援することにより、出産・育児を理由とする退

職者の割合を減らし、看護職員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

44,409 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

19,737 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,869 

民 (千円) 

19,737 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

29,606 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

14,803 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

看護職員就労環境改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

163 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県 

事業の期間 平成 31 年 4 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内病院の看護職員確保のため、多職種連携や多様な働き方等による

勤務環境改善や医療提供体制等最新の動向を学ぶ機会を設け、各医療

機関での対策が重要であるという認識を高める必要がある。 

アウトカム指標： 

就業看護職員数（常勤換算後） 

        9,830.9 人（H28） → 10,742.5 人（H35） 

事業の内容 看護管理者的業務に従事している者を対象に、短時間正規雇用など多

様な勤務形態等の導入や職場環境改善等に関する研修を行うととも

に、最新の取組事例などの情報を提供する。 

アウトプット指標 多様な勤務形態等の導入や看護業務の効率化・職場風土改善に関する 

研修会の実施回数（1 回・180 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護管理的立場の方への研修を行うことにより、勤務環境改善や看

護・医療の質の向上を図り、看護職員を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

163 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

108 

基金 国（Ａ） (千円) 

108 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

55 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

163 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 

心身障害児者歯科診療体制強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,964 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県歯科医師会 

事業の期間 令和元年 7 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

心身障害児者の歯科診療において、静脈内鎮静法は危険が少なく全国

的にも一般化しているところだが、歯科大学病院がなく小規模な本県

では、静脈内鎮静法を施術できる人材がおらず障害者への歯科医療提

供体制が遅れているため、心身障害児者歯科診療体制の強化を図る必

要がある。 

アウトカム指標：口腔保健センター心身障害児者歯科診療利用者数 

 山梨口腔保健センター 1,513 人（H29）→2,000 人（R5） 

事業の内容 県内で障害者に対する歯科治療における静脈内鎮静法を施術できる歯

科医師等を育成するための研修に支援する。 

アウトプット指標 口腔保健センター心身障害児者静脈内鎮静法歯科治療担当歯科医師数 

0 名（H30）→3 名（R5） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

心身障害児者について、歯科治療に対する恐怖心や不安・緊張感等の

要因から通法での歯科治療を困難とするケースは多いが、静脈内鎮静

法によりそれらを最小限に抑制し、快適かつ安全に治療を施行するこ

とで、徐々に歯科診療に対する恐怖心がなくなり、通法での歯科治療

を受けられるようになる患者が増える等、障害児者の歯科診療環境の

充実が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,964 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

7,309 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,655 

民 (千円) 

7,309 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,964 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３） R 元: 2,321 千円、R2:2,224 千円、R3:2,448 千円、R4:2,491 千円、R5:1,480

千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 

看護師等勤務環境改善支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

393,748 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和元年 10 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療従事者の勤務環境の改善や働き方改革の重要性が提唱されている

が、施設の改修や新しい雇用条件の導入にはコストがかかることから、

民間の小規模な医療機関では導入に踏み切れないところがあり、支援

を行う必要がある。 

アウトカム指標： 

立入検査結果（ナースステーションの改善が必要な施設） 

 12 箇所（H30）→ 0 箇所（R4） 

 就業看護職員数（常勤換算後） 

  9,830.9 人（H28） → 10,742.5 人（R5） 

事業の内容 ・看護職員が働きやすい職場環境を整備するため、医療機関行う施設 

や設備の整備に対して支援する。 

・短時間勤務正規職員制度等、看護職員の処遇改善に資する新たな雇 

用条件を就業規則により制度化する医療機関に対し、制度導入によ 

り増加する経費に対して支援する。 

アウトプット指標 ナースセンター等の施設設備の改修に取り組む医療機関数 年 4 箇所 

就業規則等の改定で処遇改善に取り組む医療機関  年 2 箇所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護職員が働き易い職場環境を整える事業を支援することで、看護職

員の確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

393,748 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

－ 

基金 国（Ａ） (千円) 

131,249 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

65,625 

民 (千円) 

 － 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

196,874 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

196,874 

備考（注３） R 元:63,614 千円、R2:91,491 千円、R3:39,777 千円、R4:1,992 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 

歯科衛生士確保対策事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,722 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県歯科医師会 

事業の期間 令和元年 10 月 1 日～令和 2 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢化の進展に伴い高齢者に対する口腔ケアの必要性が増大してお

り、歯科医師と共に訪問歯科診療を実施し、歯科医師の指示の下に訪

問歯科衛生管理指導を行う歯科衛生士の確保や資質向上を図る必要が

ある。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所の数 

                       45 施設(H27)  → 51 施設(R2) 

事業の内容 歯科衛生専門学校において実践的で質の高い教育を行うため、実験室

や実習室の設備整備を行う。 

アウトプット指標 歯科衛生専門学校の設備整備 １カ所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

歯科衛生士を目指す学生の教育環境の向上を図り、歯科衛生専門学校

で質の高い授業、実習を実施することにより、将来在宅歯科医療に携

わることができる歯科衛生士を確保し、在宅療養支援歯科診療所の増

加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,722 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,432 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,716 

民 (千円) 

3,432 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,148 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

2,574 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 

口腔健康管理実施のための人材育成事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,055 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全体 

事業の実施主体 山梨県（山梨県歯科医師会委託） 

事業の期間 令和元年 10 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

近年、口腔の健康が全身の健康に影響することが指摘され、高齢者だけで

はなく、子供を含む若年層でも口腔の健康管理の実施が求められている。

口腔の健康管理には専門知識に加え、対象者の状態に応じた支援が必要と

なるため、適切な口腔健康管理が不十分となっている。 

口腔機能の低下は、低栄養や免疫力の低下などから身体疾患にも繋がるた

め、日常生活での早期発見・早期治療が重要である。このため、対象者の

状態に応じた口腔健康管理（機能管理と衛生管理）を提供できる体制づく

りが必要である。 

アウトカム指標：進行した歯周炎を有する者の割合 

40 歳代：66.7%（H29）→ 25%（H34） 

60 歳代：82.7%（H29）→ 45%（H34） 

口腔機能の維持・向上（60 歳代における咀嚼良好者の増加） 

           73.6％（H26）→ 80％（H34） 

事業の内容 障がい児・者施設、高齢者施設等日常的に支援が必要な人に接する施

設の医療従事者等を対象に、口腔機能低下症や口腔機能発達不全への

理解を深め、口腔健康管理の知識と技術を習得させるため、歯科専門

職による研修会を開催する。 

アウトプット指標 研修会の実施 4 回/年(全体講義：300 人/1 回、対象者別：300 人/3 回) 

受講者数   600 人/2 年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

口腔健康管理の知識や技術をもつ職員を養成することにより、口腔健康

状態の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,055 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,037 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,018 

民 (千円) 

2,037 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,055 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,037 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３） R 元:347 千円、R2:1,354 千円、R3:1,354 千円 
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３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

(1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.１（介護分）】 

山梨県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

170,884 千円 

事業の対象となる

医療介護総合確保

区域 

中北、峡東区域 

事業の実施主体 社会福祉法人等 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和３年３月３１日  

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が住み慣れた地域において、安心して生活を継続できる体制の構築を図る 

アウトカム指標：令和 2 年度末における施設・居住系サービスの入所定

員総数 9,813 人 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 認知症グループホーム                 1 カ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   ２カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       ２カ所 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

整備予定施設等 

 認知症グループホーム                 1 カ所 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   ２カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所       ２カ所 
 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備を支援

することにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。（健

康長寿やまなしプラン：平成 30 年度～平成 32 年度） 

・地域密着型特別養護老人ホーム 1,516 床(54 カ所) → 1,719 床(61 カ所) 

・認知症グループホーム   1,067 床(73 カ所) → 1,139 床(77 カ所) 

・小規模多機能型居宅介護事業所    28 カ所 → 33 カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所 3 カ所 → 7 カ所 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 8 カ所 →  16 カ所 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

健康長寿やまなしプランに基づき、地域密着型サービス施設等の整備を

行うことにより、地域密着型サービス施設等の定員総数を増加させる。 

事業に要す

る費用の額 事業内容 
総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 
（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２） 国（Ａ） 都道府県（Ｂ） 
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①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円) 

112,680 

(千円) 

75,120 

(千円) 

37,560 

(千円) 

 

②施設等の開設・設置

に必要な準備経費 

(千円) 

58,204 

(千円) 

38,802 

(千円) 

19,402 

(千円) 

 

③介護保険施設等の

整備に必要な定期借

地権設定のための一

時金 

(千円) 

 

 

 

(千円) 

 

 

 

(千円) 

 

 

 

(千円) 

 

 

 

④介護サービスの改

善を図るための既存

施設等の改修 

(千円) 

 

 

(千円) 

 

 

(千円) 

 

 

(千円) 

 

 

金額 
総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

170,884 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 (千円) 

 

 

 

基
金 

国（Ａ） 
(千円) 

113,922 

都道府県（Ｂ） 
(千円) 

56,962 

民 うち受託事業等

（再掲） 

(千円) 

 

 

113,922 

計（Ａ＋Ｂ） 
(千円) 

170,884 

その他（Ｃ） 
(千円) 

 

備考（注５）  

（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別と

しては、「公」に計上するものとする。 

（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【No.２（介護分）】 

介護人材確保・定着対策魅力発信事業 

（介護アンバサダー設置等） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,823 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

団塊の世代が後期高齢者となり介護サービス需要が増大する２

０２５年を見据え、介護人材の確保・定着を図る。 

アウトカム指標：山梨県内で必要とされる介護人材の確保・定着 

事業の内容 介護保険施設に勤務する現職の介護職員から選考された介護ア

ンバサダー（大使）が、学校訪問やイベント等を通じて、啓発資

材も活用し広く県民に介護の魅力ややりがいを伝え、介護人材の

確保・定着を促進する。 

アウトプット指標 ・新入職員合同入職式・研修会への参加（３回） 

・学校訪問（６回） 

・県主催イベント等への参加（３回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護の魅力を発信することが、介護職に対する社会的評価を高め

るとともに、介護求職者の増加や将来の職業選択の契機に繋が

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,823 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

 

1,215 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,215 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

608 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,823 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.３（介護分）】 

介護人材確保・定着対策魅力発信事業 

（合同入職式等開催） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,879 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県（委託先：公益財団法人介護労働安定センター山梨支部） 

事業の期間 平成３１年４月１日～令和２年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

団塊の世代が後期高齢者となり介護サービス需要が増大する２

０２５年を見据え、介護人材の確保・定着を図る。 

アウトカム指標：山梨県内で必要とされる介護人材の確保・定着 

事業の内容 新規に入職した介護職員を対象として合同入職式、研修会等を実

施することにより、介護人材の確保・定着を促進する。また、２

年目職員のフォローアップ研修を実施することにより、早期離職

の防止を図る。 

アウトプット指標 ・新入職員合同入職式の開催（１回） 

・研修会の実施（２回） 

・入職２年目職員研修会の実施（１回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

同期入職者同士の連帯感の醸成、資質の向上及び職員間を基礎と

する施設間連携強化を促進することにより、介護人材の確保・定

着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,879 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

 

1,253 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,253 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

626 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,879 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,253 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、

「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）ＩＣＴ導入支援事業 

事業名 【No.４（介護分）】 

ＩＣＴ導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

山梨県全域 

事業の実施主体 山梨県 

事業の期間 令和元年７月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

ＩＣＴの活用を通じて介護事業所における生産性向上の推進を

図る。 

アウトカム指標：ＩＣＴの促進により労働環境の改善を図る。 

事業の内容 介護事業所のＩＣＴ化のための介護ソフトやタブレット端末等

の購入費用を助成する。 

アウトプット指標 ＩＣＴの導入事業所数 １０事業所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職員の負担軽減や業務の効率化などにより、離職防止を図

り、職員が継続して就労できる環境を整える。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,000 

民 (千円) 

2,000 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計 

上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


